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議案第３０号 

 

令和３年度瑞穂町下水道事業会計予算 

  

（総則） 

第１条 令和３年度瑞穂町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）計画人口                      ３２,８００人 

（２）年間処理水量                  ３,８８８,０００㎥ 

（３）一日平均処理水量                  １０,６５２㎥ 

（４）主な建設改良事業 

公共下水道事業委託              １３８,１５１千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。  

収  入 

 第１款 下水道事業収益              １,１７３,６８４千円 

  第１項 営業収益                 ５０７,６１９千円 

  第２項 営業外収益                ６６６,０６５千円 

支  出 

第１款 下水道事業費用                １,１３７,１８７千円 

  第１項 営業費用               １,０９７,６１９千円 

  第２項 営業外費用                 ３４,５６７千円 

  第３項 特別損失                       １千円 

  第４項 予備費                    ５,０００千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額

が資本的支出額に対し不足する額２２９,９６０千円は、当年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額５,２２７千円、当年度分損益勘定留保資金

１７６,４７３千円、繰越利益剰余金処分額４８,２６０千円で補填するもの 



 

 

とする。）。 

収  入 

 第１款 資本的収入                  ２９４,６９９千円 

  第１項 企業債                  １７１,１１５千円 

  第２項 他会計出資金               １００,３８５千円 

    第３項 補助金                   ２１,５２５千円 

  第４項 負担金                    １,６７４千円 

支  出 

第１款 資本的支出                   ５２４,６５９千円 

  第１項 建設改良費                ３７７,９０７千円 

  第２項 企業債償還金               １４６,７５２千円 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとお

りと定める。 

事 項 期 間 限 度 額 

瑞穂町水洗便所改造資金 

融資損失補償 

令和３年度から 

令和６年度まで 

金融機関がこの融資により回

収不能となった元利償還金 

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとお

りと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

公共下水道 

事業債 

千円 

 

１５６,５００ 

 

 
証書借入 

又は 

証券発行 

２．０％以

内 

（ただし、

利率見直し

方式で借り

入 れ る 場

合、利率見

直しを行っ

た後におい

ては、当該

見直し後の

利率） 

借入のときから

据置期間を含め

４０年以内に元

金均等又は元利

均等償還する。

ただし、町財政

の都合により償

還 年 限 を 短 縮

し、又は低利債

に借換えするこ

とができる。 

流域下水道 

事業債 
１４,６１５ 

合 計 １７１,１１５    

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、６０,０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 



 

 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のと

おりと定める。 

（１）営業費用と営業外費用の間の流用 

（２）建設改良費と企業債償還金の間の流用  

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）  

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金

額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会

の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                    ４７,２１２千円 

 （利益剰余金の処分） 

第１０条 繰越利益剰余金のうち４８,２６０千円は、次のとおり処分するもの

とする。 

（１）減債積立金      

 

令和３年３月２日提出 

 

瑞穂町長   杉 浦 裕 之 

 

 

とする。）。 

収  入 

 第１款 資本的収入                  ２９４,６９９千円 

  第１項 企業債                  １７１,１１５千円 

  第２項 他会計出資金               １００,３８５千円 

    第３項 補助金                   ２１,５２５千円 

  第４項 負担金                    １,６７４千円 

支  出 

第１款 資本的支出                   ５２４,６５９千円 

  第１項 建設改良費                ３７７,９０７千円 

  第２項 企業債償還金               １４６,７５２千円 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとお

りと定める。 

事 項 期 間 限 度 額 

瑞穂町水洗便所改造資金 

融資損失補償 

令和３年度から 

令和６年度まで 

金融機関がこの融資により回

収不能となった元利償還金 

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとお

りと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

公共下水道 

事業債 

千円 

 

１５６,５００ 

 

 
証書借入 

又は 

証券発行 

２．０％以

内 

（ただし、

利率見直し

方式で借り

入 れ る 場

合、利率見

直しを行っ

た後におい

ては、当該

見直し後の

利率） 

借入のときから

据置期間を含め

４０年以内に元

金均等又は元利

均等償還する。

ただし、町財政

の都合により償

還 年 限 を 短 縮

し、又は低利債

に借換えするこ

とができる。 

流域下水道 

事業債 
１４,６１５ 

合 計 １７１,１１５    

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、６０,０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 





 
 
 

  
 
 

瑞穂町下水道事業会計予算 
に関する説明書 

 





1 下水道事業収益 1,173,684

1 営業収益 507,619

1 下水道使用料 443,301

2 他会計負担金 64,097

3 その他営業収益 221

2 営業外収益 666,065

1 受取利息及び配当金 1

2 他会計負担金 179,509

3 長期前受金戻入 461,147

4 消費税及び地方消費 25,408

税還付金

1 下水道事業費用 1,137,187

1 営業費用 1,097,619

1 管渠費 117,153

2 ポンプ場費 30,563

3 業務費 192,099

4 総係費 120,184

5 減価償却費 637,620

2 営業外費用 34,567

1 支払利息及び企業債 34,567

取扱諸費

3 特別損失 1

1 過年度損益修正損 1

4 予備費 5,000

1 予備費 5,000

令和３年度瑞穂町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

（単位：千円）収　　入

予　定　額 備　　　　　考款 項 目

支　　出 （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考
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1 資本的収入 294,699

1 企業債 171,115

1 企業債 171,115

2 他会計出資金 100,385

1 他会計出資金 100,385

3 補助金 21,525

1 国庫補助金 20,500

2 都補助金 1,025

4 負担金 1,674

1 受益者負担金 53

2 国庫負担金 1,621

1 資本的支出 524,659

1 建設改良費 377,907

1 管渠整備費 301,718

2 ポンプ場整備費 59,950

3 多摩川上流流域下水 7,699

道建設負担金

4 多摩川上流流域下水 8,540

道改良負担金

2 企業債償還金 146,752

1 企業債償還金 146,752

支　　出 （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考

資本的収入及び支出

収　　入 （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考
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（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 4,166

減価償却費 637,620

貸倒引当金の増減額（△は減少） 168

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 908

長期前受金戻入額 △ 461,147

受取利息及び受取配当金 △ 1

支払利息及び企業債取扱諸費 34,567

未収金の増減額（△は増加） 6,930

未払金の増減額（△は減少） △ 929

小　計 220,466

利息及び配当金の受取額 1

利息の支払額 △ 34,567

業務活動によるキャッシュ・フロー 185,900

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 330,400

無形固定資産の取得による支出 △ 14,763

国庫補助金等による収入 19,568

負担金による収入 1,522

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 324,073

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 171,115

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 146,752

他会計からの出資による収入 100,385

財務活動によるキャッシュ・フロー 124,748

資金増加額（又は減少額） △ 13,425

資金期首残高 121,053

資金期末残高 107,628

令和３年度瑞穂町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

— 9 —



１ 一 般 職

（１）　総　括

（２）　給料及び職員手当の増減額の明細　

昇給期 月

職員数 人

職員構成の変動等に伴う
増減

730

858

295

730

給　　料 1,153

職員手当 730  その他の増減分

千円

6

 普通昇給に伴う増分

 その他の増減分

295

858

2,244 744

 普通昇給に伴う増

職員構成の変動に伴う増

390 2,273

44,939

児　童
手　当

退　職
手　当
負担金

期末・
勤　勉
手　当

住　居
手　当

6,958

千円千円

千円

359

備　　　　　考

9,289

8,930 480

16730

213 2,55126

510 2,718

千円

通　勤
手　当

特　殊
勤　務
手　当

57

360

26

千円

706

千円

前年度 540

千円

11936

区　　分 増 減 額 増減事由別内訳

比　較

552

説　　　　　明

千円 千円 千円

千円

270

△ 38

360

千円

の 内 訳
576 2,363552

扶　養
手　当

管理職
手　当

区　分

本年度

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

千円

39,864

地　域
手　当

超　過
勤　務
手　当

職員手当

区　　分 職員数
給　　　　　　与　　　　　　費

法定福利費
報　　酬 給　　料 職員手当 計

47,212

千円

備　考合　　計

本 年 度 6 22,494 17,370

千円

1,153 730 1,883

21,341

　人 千円 千円 千円

扶養手当、地域手当
超過勤務手当、通勤手当等

前 年 度

  平均昇給率　1.33％

4

5

7,348

16,640 37,981

比　　較
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（３）　給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たり給与 イ　初任給（令和３年１月１日現在）

円

円 円 円

歳 6 月 円 円

円

円

歳 6 月

ウ　級別職員数 エ　昇給

人 人

人 ％ 6 6

5 5

5 5

人 ％

％ ％

6 6

5 5

5 5

（級別の標準的な職務内容）

　職　　務　　内　　容 ％ ％

 　部長の職務

 　課長の職務

　 係長の職務

 　主任の職務

 　主事の職務

一般行政職 一般行政職

区　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職
区　　　分

町 国

令和3年1月1日
平均給料月額 308,300

364,313 高　校　卒 145,600 150,600平均給与月額

令和2年1月1日
平均給料月額 291,833

総合職 186,700現　　　　在 平 均 年 齢 43 大　学　卒 183,700

一般行政職
区　　　　　　分

現　　　　在 平 均 年 齢 41

平均給与月額 345,650

級 職員数 構成比

一　 般　 行　 政　 職
区　　　　　　　分

合計

5 級

本
年
度

職員数（Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

1 16.7 3 号給

4 号給

1 号給

職員数（Ａ）

令和3年1月1日 4 級 1 16.7

号給数別内訳
33.3

計

1 級 2

2 級
現　　　　在

3 級 2 33.3 2 号給

比率（Ｂ）／（Ａ） 83.3 83.3

5 号給

6 号給

6 100.0

令和2年1月1日 4 級 1 16.7

前
年
度

5 級

現　　　　在
3 級 2 33.3 昇給に係る職員数（Ｂ）

100.0 3 号給

4 号給

2 級

号給数別内訳

1 号給

50.0 2 号給

5 号給

（令和３年１月１日現在） 6 号給

1 級 3

計 6

83.3 83.3区　　分 比率（Ｂ）／（Ａ）

一
般
行
政
職

5 級

4 級

3 級

2 級

1 級
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オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（令和３年１月１日現在）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

キ　地域手当（令和３年１月１日現在） ク　特殊勤務手当

全 域

％ ％ ％

人 ％ ％

地域区分により

～ 0 ％

ケ　その他の手当（令和３年１月１日現在）

 配偶者 6,000円（4級職員 3,000円）  配偶者 6,500円

 子 9,000円  子 10,000円

 満16歳の年度初めから満22歳の年度末  満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子

 までの子 1人につき 4,000円を加算  1人につき 5,000円を加算

 父母等 6,000円（4級職員 3,000円）   父母等 6,500円

 

 当該年度末35歳未満の世帯主等で借家人 

 15,000円  借家家賃区分に応じて 28,000円まで

 交通機関使用者 55,000円まで  交通機関使用者 55,000円まで

 交通用具使用者 7,400円まで  交通用具使用者 31,600円まで

備　　考

本 年 度 2.125

6月 12月 3月 級等による加算措置
区　　分

支 給 期 別 支 給 率
支 給 率

職制上の段階職務の

月分 有月分 2.175 月分 0.25 月分 4.55

前 年 度 2.175 月分 2.225 月分

国の制度

0.25 月分 4.65 月分 有

4.45 月分 有2.225 月分 2.225 月分

備　　考区　　分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度
そ の 他 の

（2％～20％加算）

加 算 措 置 等

支給率等
23.00 30.50 43.00 43.00 定年前早期退職特例措置

47.709 47.709 定年前早期退職特例措置
国の制度

24.586875 33.27075

支 給 対 象 地 域 区　　　　　　分 全　職　種 一般行政職

(支給率等) （2％～45％加算）

支給対象職員数 6
支 給 対 象 職 員 の 比 率
（令和 3年 1月 1日現在）

83.3 83.3

支 給 率 10.0 給 料 総 額 に 対 する 比率 0.12 0.12

手 当 の 名 称

国 の 制 度 代 表 的 な 特 殊 勤 務
 特定危険現場作業手当

（ 支 給 率 ） 20.0

住 居 手 当 月 額

通 勤 手 当 月 額

扶 養 手 当 月 額

区　　　分 町 国
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債務負担行為に関する調書

事　　　項 限度額

前年度末までの支払 当該年度以降の支払

義務発生(見込)額 義務発生予定額

期　間 金額 期　間 金額
国　都
補助金

企業債 その他

左の財源内訳

 限度額
 に同じ

瑞穂町水洗便所改造
資金融資損失補償

金融機関
がこの融
資により
回収不能
となった
元利償還
金

令和3年度
から

令和6年度

 限度額
 に同じ
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（単位：千円）

1 固定資産

(1)

イ 土地 106,191

ロ 建物 291,453

減価償却累計額 △ 19,376 272,077

ハ 構築物 13,273,665

減価償却累計額 △ 1,173,997 12,099,668

ニ 機械及び装置 215,461

減価償却累計額 △ 22,072 193,389

ホ 車両及び運搬具 52

減価償却累計額 0 52

へ 建設仮勘定 254,545

有形固定資産合計 12,925,922

(2)

イ 施設利用権 551,029

無形固定資産合計 551,029

固定資産合計 13,476,951

2 流動資産

(1) 107,628

(2) 35,579

貸倒引当金 △ 1,238 34,341

流動資産合計 141,969

資産合計 13,618,920

令和３年度瑞穂町下水道事業予定貸借対照表
（令和４年３月３１日）

未収金

有形固定資産

無形固定資産

現金・預金

資　産　の　部
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3 固定負債

(1)

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 2,230,459

企業債合計 2,230,459

固定負債合計 2,230,459

4 流動負債

(1)

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 138,168

企業債合計 138,168

(2) 100,000

(3)

イ 賞与引当金 3,948

引当金合計 3,948

流動負債合計 242,116

5 繰延収益

(1)

イ 補助金 1,724,542

収益化累計額 △ 145,164 1,579,378

ロ 受贈財産評価額 2,508,175

収益化累計額 △ 334,104 2,174,071

ハ 他会計負担金 4,922,489

収益化累計額 △ 500,559 4,421,930

ニ 分担金及び負担金 615,976

収益化累計額 △ 55,278 560,698

長期前受金合計 8,736,077

繰延収益合計 8,736,077

負債合計 11,208,652

6 資本金

(1) 1,967,930

(2) 繰入資本金 286,048

資本金合計 2,253,978

7 剰余金

(1)

イ 他会計負担金 52,191

資本剰余金合計 52,191

(2)

イ 当年度未処分利益剰余金 104,099

利益剰余金合計 104,099

剰余金合計 156,290

資本合計 2,410,268

負債資本合計 13,618,920

利益剰余金

固有資本金

資本剰余金

長期前受金　　　

資　本　の　部

引当金

企業債

企業債

未払金

負　債　の　部
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（単位：千円）

1 営業収益

(1) 390,977

(2) 他会計負担金 147,439

(3) その他営業収益 296 538,712

2 営業費用

(1) 151,732

(2) ポンプ場費 28,462

(3) 業務費 190,926

(4) 総係費 89,368

(5) 減価償却費 630,403 1,090,891

営業損失 552,179

3 営業外収益

(1) 1

(2) 他会計負担金 111,226

(3) 長期前受金戻入 573,958

(4) 雑収益 75 685,260

4 営業外費用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 38,316

(2) 10,111 48,427 636,833

経常利益 84,654

5 特別利益

(1) その他特別利益 20,837 20,837

6 特別損失

(1) 過年度損益修正損 30

(2) 賞与引当金繰入額 2,266

(3) その他特別損失 3,262 5,558 15,279

当年度純利益 99,933

当年度未処分利益剰余金 99,933

雑支出

令和２年度瑞穂町下水道事業予定損益計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

下水道使用料

管渠費

受取利息及び配当金
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（単位：千円）

1 固定資産

(1)

イ 土地 106,191

ロ 建物 291,453

減価償却累計額 △ 9,688 281,765

ハ 構築物 13,050,871

減価償却累計額 △ 584,362 12,466,509

ニ 機械及び装置 160,961

減価償却累計額 △ 10,611 150,350

ホ 車両及び運搬具 52

減価償却累計額 0 52

へ 建設仮勘定 200,000

有形固定資産合計 13,204,867

(2)

イ 施設利用権 563,102

無形固定資産合計 563,102

固定資産合計 13,767,969

2 流動資産

(1) 121,053

(2) 42,509

貸倒引当金 △ 1,070 41,439

流動資産合計 162,492

資産合計 13,930,461

令和２年度瑞穂町下水道事業予定貸借対照表
（令和３年３月３１日）

資　産　の　部

有形固定資産

無形固定資産

現金・預金

未収金
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3 固定負債

(1)

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 2,197,513

企業債合計 2,197,513

固定負債合計 2,197,513

4 流動負債

(1)

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 146,751

企業債合計 146,751

(2) 100,929

(3)

イ 賞与引当金 3,417

引当金合計 3,417

流動負債合計 251,097

5 繰延収益

(1)

イ 補助金 1,704,973

収益化累計額 △ 72,333 1,632,640

ロ 受贈財産評価額 2,508,175

収益化累計額 △ 167,052 2,341,123

ハ 他会計負担金 4,922,489

収益化累計額 △ 306,943 4,615,546

ニ 分担金及び負担金 614,454

収益化累計額 △ 27,630 586,824

長期前受金合計 9,176,133

繰延収益合計 9,176,133

負債合計 11,624,743

6 資本金

(1) 1,967,930

(2) 繰入資本金 185,664

資本金合計 2,153,594

7 剰余金

(1)

イ 他会計負担金 52,191

資本剰余金合計 52,191

(2)

イ 当年度未処分利益剰余金 99,933

利益剰余金合計 99,933

剰余金合計 152,124

資本合計 2,305,718

負債資本合計 13,930,461

引当金

負　債　の　部

企業債

企業債

未払金

長期前受金　　　

資　本　の　部

固有資本金

資本剰余金

利益剰余金
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瑞穂町下水道事業会計予算に係る注記事項 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

・減価償却の方法   定額法による 

・主な耐用年数    建物           ５０年 

構築物          ５０年 

           機械及び装置    １０～２０年 

 （２）無形固定資産 

    ・減価償却の方法   定額法による 

    ・主な耐用年数    施設利用権        ４５年 

 ２ 引当金の計上方法 

 （１）退職給付引当金 

     職員の退職手当は、「職員の退職手当に係る協定書」に基づき、東京都市町村職員退職手当組

合へ負担している普通負担金を除き、一般会計がその全部を負担することになっているため、退

職給付引当金は計上していない。 

 （２）貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

 （３）賞与引当金 

     職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末におけ

る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上して

いる。 

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表等関連 

 企業債の償還に係る他会計の負担 

  貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度末の翌日から起算して１年以内に償還予定のもの

を含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は１,２８３,７９６千円である。 

 

Ⅲ セグメント情報関連 

 セグメントの概要 

  瑞穂町下水道事業会計では、公共下水道事業の単一セグメントのため、記載を省略する。 

 

Ⅳ その他の注記 

 １ 貸倒引当金の目的使用による取り崩し 

  令和３年度の予定（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで） 

  当該事業において、債権の不納欠損による損失に１７９千円を使用する見込みである。 

 ２ 賞与引当金の目的使用による取り崩し 

  令和３年度の予定（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで） 

  当該事業において、期末・勤勉手当及びこれに係る法定福利費に３,４１７千円を使用する見込みであ

る。 
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瑞穂町下水道事業会計予算に係る注記事項 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

・減価償却の方法   定額法による 

・主な耐用年数    建物           ５０年 

構築物          ５０年 

           機械及び装置    １０～２０年 

 （２）無形固定資産 

    ・減価償却の方法   定額法による 

    ・主な耐用年数    施設利用権        ４５年 

 ２ 引当金の計上方法 

 （１）退職給付引当金 

     職員の退職手当は、「職員の退職手当に係る協定書」に基づき、東京都市町村職員退職手当組

合へ負担している普通負担金を除き、一般会計がその全部を負担することになっているため、退

職給付引当金は計上していない。 

 （２）貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

 （３）賞与引当金 

     職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末におけ

る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上して

いる。 

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表等関連 

 企業債の償還に係る他会計の負担 

  貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度末の翌日から起算して１年以内に償還予定のもの

を含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は１,２８３,７９６千円である。 

 

Ⅲ セグメント情報関連 

 セグメントの概要 

  瑞穂町下水道事業会計では、公共下水道事業の単一セグメントのため、記載を省略する。 

 

Ⅳ その他の注記 

 １ 貸倒引当金の目的使用による取り崩し 

  令和３年度の予定（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで） 

  当該事業において、債権の不納欠損による損失に１７９千円を使用する見込みである。 

 ２ 賞与引当金の目的使用による取り崩し 

  令和３年度の予定（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで） 

  当該事業において、期末・勤勉手当及びこれに係る法定福利費に３,４１７千円を使用する見込みであ

る。 



1 下水道事業収益 1,173,684 1,280,925 △ 107,241

1 営業収益 507,619 600,009 △ 92,390

1 下水道使用料 443,301 452,274 △ 8,973

2 他会計負担金 64,097 147,439 △ 83,342

3 その他営業収益 221 296 △ 75

2 営業外収益 666,065 680,916 △ 14,851

1 受取利息及び配当金 1 1 0

2 他会計負担金 179,509 111,226 68,283

3 長期前受金戻入 461,147 558,375 △ 97,228

4 消費税及び地方消費 25,408 11,314 14,094

税還付金

令和３年度瑞穂町下水道事業会計予算実施計画説明書

収益的収入及び支出

収　　入

款　　　項　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較
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1 下水道使用料 443,301 1 下水道使用料 443,301

1 雨水処理負担金 64,097 1 雨水処理に係る一般会計負担金 64,097

1 手数料 221 1 指定工事店の指定許可申請手数料 220

2 下水道事業受益者負担金納入証明手数料 1

1 預金利息 1 1 預金利息 1

1 一般会計負担金 179,509 1 汚水処理に係る一般会計負担金 179,509

1 補助金 72,831 1 国庫補助金 67,023

2 都補助金 5,808

2 受贈財産評価額 167,052 1 受贈財産評価額 167,052

3 他会計負担金 193,616 1 一般会計負担金 193,616

4 分担金及び負担金 27,648 1 下水道事業受益者負担金 27,648

1 消費税及び地方消 25,408 1 消費税及び地方消費税還付金 25,408

費税還付金

（単位：千円）

節
説　　　　　明

区　　分 金　　額

— 23 —



1 下水道事業費用 1,137,187 1,196,885 △ 59,698

1 営業費用 1,097,619 1,140,185 △ 42,566

1 管渠費 117,153 176,603 △ 59,450

2 ポンプ場費 30,563 32,368 △ 1,805

3 業務費 192,099 204,720 △ 12,621

支　　出

款　　　項　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較

— 24 —



10 材料費 311 1 人孔鉄蓋 132

2 井戸水メーター 179

17 修繕費 1,500 1 修繕費 1,500

22 委託料 48,336 1 公共下水道維持管理業務 43,980

2 不明水対策工事実施設計 4,356

23 使用料 9 1 建設副産物情報交換システム使用料 9

24 賃借料 70 1 ＪＲ用地賃借料 46

2 下水道施設用地賃借料 24

28 工事請負費 66,927 1 管渠、マンホール、汚水桝等補修工事 23,117

2 不明水対策工事 43,560

3 井戸水メーター設置工事 250

9 備消品費 67 1 消耗品費 67

12 光熱水費 14,035 1 光熱水費 14,035

14 薬品費 4,703 1 硫化水素抑制剤 4,703

15 燃料費 14 1 燃料費 14

17 修繕費 1,379 1 修繕費 1,379

20 通信運搬費 118 1 通信運搬費 118

22 委託料 10,029 1 自家用電気工作物保安管理業務 332

2 消防用設備等保守点検 73

3 維持管理業務 8,870

4 場内管理業務 754

23 使用料 156 1 テレビ聴視料 24

2 遠方監視システム支援装置使用料 132

30 保険料 62 1 建物火災保険料 62

9 備消品費 24 1 消耗品費 5

2 点検ミラー 19

20 通信運搬費 16 1 通信運搬費 16

21 手数料 244 1 ガス検知器等点検料 244

22 委託料 20,018 1 下水道台帳システム保守更新業務 8,173

（単位：千円）

節
説　　　　　明

区　　分 金　　額
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支　　出

款　　　項　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較

4 総係費 120,184 92,973 27,211
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（単位：千円）

節
説　　　　　明

区　　分 金　　額

2 産業廃棄物処理業務 5,929

3 汚泥等収集運搬業務 5,916

27 負担金 171,797 1 多摩川上流流域下水道維持管理負担金 169,962

2 西住宅地区周辺排水路維持管理負担金 58

3 公共下水道事業事務委託維持管理負担金 44

4 水質検査負担金 1,717

5 酸欠技能講習会負担金 16

1 給料 14,888 1 一般職員給　４人 14,888

2 手当 7,516 1 扶養手当 324

2 管理職手当 552

3 地域手当 1,577

4 超過勤務手当 415

5 通勤手当 188

6 住居手当 180

7 特殊勤務手当 11

8 期末・勤勉手当 3,929

9 児童手当 340

5 法定福利費 4,329 1 法定福利費 4,329

6 退職給付費 1,615 1 退職給付費 1,615

8 旅費 108 1 職員普通旅費 108

9 備消品費 195 1 消耗品費 158

2 図書 37

15 燃料費 39 1 燃料費 39

16 印刷製本費 55 1 印刷製本費 55

17 修繕費 8 1 修繕費 8

20 通信運搬費 126 1 通信運搬費 126

21 手数料 10 1 口座振替手数料 1

2 自動車法定点検料 9

22 委託料 87,475 1 下水道事業受益者負担金賦課業務 22,341

2 下水道使用料徴収事務 41,088

3 下水道業務継続計画改定業務 5,082
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支　　出

款　　　項　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較

5 減価償却費 637,620 633,521 4,099

2 営業外費用 34,567 43,219 △ 8,652

1 支払利息及び企業債取扱諸 34,567 38,470 △ 3,903

費

0 消費税及び地方消費税 4,749 △ 4,749

3 特別損失 1 8,481 △ 8,480

1 過年度損益修正損 1 30 △ 29
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（単位：千円）

節
説　　　　　明

区　　分 金　　額

4 公営企業会計システム保守業務 3,597

5 公営企業会計運用支援業務 2,860

6 下水道積算システムプログラム作成業務 1,463

7 公共下水道事業計画変更認可設計 11,044

24 賃借料 724 1 下水道積算システム機器借上料 724

27 負担金 219 1 日本下水道協会負担金 123

2 多摩川上流流域下水道事業対策協議会負 5

担金

3 職員実務研修会負担金 31

4 下水道事業積算施工適正化委員会負担金 20

5 全国町村下水道推進協議会東京都支部負 20

担金

6 東京都総合治水対策協議会負担金 20

30 保険料 15 1 自動車保険料 15

32 補助交付金 5 1 水洗便所改造資金利子補給金 5

35 報償費 1 1 下水道事業受益者負担金納期前納付報奨 1

金

38 貸倒引当金繰入額 347 1 貸倒引当金繰入額 347

39 賞与引当金繰入額 2,509 1 賞与引当金繰入額 2,509

1 有形固定資産 610,784 1 建物 9,688

減価償却費 2 構築物 589,635

3 機械及び装置 11,461

2 無形固定資産 26,836 1 施設利用権 26,836

減価償却費

1 企業債利息 34,567 1 公共下水道事業債 29,655

2 流域下水道事業債 4,888

3 一時借入金 24

1 過年度損益修正損 1 1 下水道事業受益者負担金等過誤納還付金 1
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支　　出

款　　　項　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較

0 賞与引当金繰入額 2,266 △ 2,266

0 その他特別損失 6,185 △ 6,185

4 予備費 5,000 5,000 0

1 予備費 5,000 5,000 0

— 30 —



（単位：千円）

節
説　　　　　明

区　　分 金　　額

1 予備費 5,000 1 予備費 5,000
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1 資本的収入 294,699 444,138 △ 149,439

1 企業債 171,115 227,753 △ 56,638

1 企業債 171,115 227,753 △ 56,638

2 他会計出資金 100,385 185,664 △ 85,279

1 他会計出資金 100,385 185,664 △ 85,279

3 補助金 21,525 27,839 △ 6,314

1 国庫補助金 20,500 26,400 △ 5,900

2 都補助金 1,025 1,439 △ 414

4 負担金 1,674 2,882 △ 1,208

1 受益者負担金 53 1,118 △ 1,065

2 国庫負担金 1,621 1,764 △ 143

資本的収入及び支出

収　　入

款　　　項　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較
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1 公共下水道事業債 156,500 1 公共下水道事業債 156,500

2 流域下水道事業債 14,615 1 流域下水道事業債 14,615

1 一般会計出資金 100,385 1 一般会計出資金 100,385

1 国庫補助金 20,500 1 防災・安全交付金 20,500

1 都補助金 1,025 1 市町村下水道事業都費補助金 1,025

1 受益者負担金 53 1 下水道事業受益者負担金 53

1 国庫負担金 1,621 1 流域下水道横田基地分見舞金 1,621

（単位：千円）

節
説　　　　　明

区　　分 金　　額
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1 資本的支出 524,659 608,363 △ 83,704

1 建設改良費 377,907 459,601 △ 81,694

1 管渠整備費 301,718 402,729 △ 101,011

2 ポンプ場整備費 59,950 59,950

3 多摩川上流流域下水道建設 7,699 56,872 △ 49,173

負担金

4 多摩川上流流域下水道改良 8,540 8,540

負担金

2 企業債償還金 146,752 148,762 △ 2,010

支　　出

款　　　項　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較
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1 給料 7,606 1 一般職員給　２人 7,606

2 手当 5,172 1 扶養手当 252

2 地域手当 786

3 超過勤務手当 291

4 通勤手当 82

5 住居手当 180

6 特殊勤務手当 15

7 期末・勤勉手当 3,396

8 児童手当 170

5 法定福利費 2,474 1 法定福利費 2,474

6 退職給付費 1,103 1 退職給付費 1,103

8 旅費 73 1 職員普通旅費 73

9 備消品費 94 1 消耗品費 94

22 委託料 154,411 1 都道掘削復旧工事監督業務 300

2 公共下水道事業 138,151

3 管渠布設工事実施設計 3,960

4 大規模雨水処理施設整備事業計画策定業 12,000

務

27 負担金 61,450 1 水道移設工事負担金 1,000

2 架空線移設工事負担金 450

3 箱根ケ崎駅西土地区画整理事業下水道負 60,000

担金

28 工事請負費 69,335 1 公共下水道管渠布設工事 69,335

28 工事請負費 59,950 1 ポンプ部改築工事 59,950

1 多摩川上流流域下 7,699 1 多摩川上流流域下水道建設負担金 7,699

水道建設負担金

1 多摩川上流流域下 8,540 1 多摩川上流流域下水道改良負担金 8,540

水道改良負担金

（単位：千円）

節
説　　　　　明

区　　分 金　　額
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1 企業債償還金 146,752 148,762 △ 2,010

支　　出

款　　　項　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較
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1 公共下水道事業債 128,579 1 公共下水道事業債 128,579

2 流域下水道事業債 18,173 1 流域下水道事業債 18,173

（単位：千円）

節
説　　　　　明

区　　分 金　　額
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